平成23年11月28日

自治体名・首長名をお書きください。

電力切り替え・エコ替えと、再生可能エネルギー導入に関するアンケートご協力のお願い

· 調査主体　「電気をカエル計画」静岡県調査チーム

· 調査対象　　静岡県内の全市町村

· 調査の背景

私どもは3月11日に起きた福島第一原発事故を契機に、エネルギーの供給のあり方を変えようと活動を始めた市民グループです。全国で約150名が調査に参加しています。

· 調査の趣旨

福島原発事故では膨大な人口が被曝し、健康へのリスクが高まっています。また、損害賠償金額は4兆円から20兆円と見積もられ、原発に依存する社会のリスクが改めて明らかになりました。静岡県では、浜岡原発が想定される東南海地震に備えて停止され、節電への要請が行われています。

一方、2000年から電力の自由化が導入され、2005年からは契約電力50kw以上の事業者であれば、電力会社以外の独立系電力から電気を購入することができるようになりました。さらに、新たな省エネ機器の開発も進み、エコ替えをすることで、節電と、行政経費の削減が可能になっています。そこで、原発への依存を断ち、行政経費を下げ、かつ再生可能エネルギーの導入を進めるために、私たちは、以下を提案します。

　

独立系電力への切替え・エコ替えを推進し、得られる利益で再生可能エネルギーを導入する。

導入に際し、市民を巻き込んだ「再生可能エネルギー地産地消計画（仮）」を策定する。
電力不足のため、独立系電力への切替えは震災前と比べて、コストメリットは少なくなっていますが、みなし共同購入を行うESP（エネルギーサービスプロバイダー）などを活用することで、電気代の3％前後の削減が可能になります。人口10万人の市であれば約500万円程度の経費節減が見込めます。すでに県内では静岡県、静岡市などで切替が行われ、複数の自治体でも切替が予定されています。

また、エコ替えでは、奈良県大和郡山市（人口約９万人）の事例が特に参考になります。庁舎の照明（旧式の蛍光灯）を、高効率のHf蛍光管（LED照明ではないことがポイント）に取り替えることで、年間約500万円の経費削減と、庁舎全体で15％の節電を果たし、また、取替えにかかったコストも約600万円と、1年あまりで回収しています。

また、環境保全のためだけではなく、地域経済を活性化するためにも、再生可能エネルギーを地産地消することは重要だと考えます。たとえば、秋田県の名産品「あきたこまち」の売り上げは年間約1000億円であり、同県の全世帯の光熱費も毎年約1000億円です。しかし、光熱費はすべて県外へと出ていってしまっています。おなじことは、ほぼすべての自治体で起きているのです。

ぜひ本調査にご協力いただきたく、お願い申し上げます。なお、調査結果は当団体HPならびにマスコミを通じて、広く市民に公開いたします。

	返送期日
	12月16日（金）

	調査票返送先
	担当：　　　　　　　　　e-mail:　　　　　　　　　Fax：

	電気をカエル計画

静岡

	浜松市北区西美薗1492-8　川嶋弘美

E-mail　tantonrintakatadon@yahoo.co.jp　TEL：053-585-1792

URL：http://tunagari.chu.jp/kaeru/


電力切替え・エコ替えと再生可能エネルギー導入に関するアンケート　調査票

■基礎情報

	貴自治体名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	ご担当者所属・お名前
	

	電話番号
	
	E-mail
	


■電力自由化への対応についてお聞きします。

（１）平成22年度の、貴自治体における50kw以上の契約電力による電気代をご記入ください。

正式な決算値ではなく集計値で構いません。一般会計（教育委員会含む）のほか、企業会計、特別会計などを含みます。また、主な出資法人等もご記入ください。

一般会計（教育委員会含む）・企業会計・特別会計等　　　
約　　　　　　　　　　千円　　　　　　　　　
自治体出資法人（社協・財団・３セク等）　　　　　　　
約　　　　　　　　　　千円　
※中電の電気代使用通知がA4用紙で来ているものは50Kw以上の契約電力です。

（２）独立系電力会社からの電力購入をしていますか（いずれかに○）

①している（切替手続き中含む）　　　②していない　　　③検討中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）問２で①していると答えた方：理由（当てはまるものすべてに○）

①経費節減ができる　　　　　　　　　　②環境配慮ができる

③独立系電力から営業があった　　　　　④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　

　　　　使用電気代のうち約　　　　　　千円を独立系電力から購入している

　　　　使用電気代のうち約　　　　　　千円を経費節減できた（見込み含む）

　　　　

　　　問２で②していないと答えた方：理由（当てはまるものすべてに○）

①切り替えられることを知らなかった　　②入札・切り替え等の手続きが煩雑

③価格が変わらなかった　　　　　　　　④電力の品質・安定供給に不安がある

⑤入札に応じる独立系電力がなかった　　⑥その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

（４）貴自治体が有するごみ焼却工場・水力発電・風力発電などで発生した余剰電力を独立系電力に電力販売をしていますか（いずれかに○）

①している（切替手続き中含む）　　②していない　　③検討中　　④該当する施設がない

　　　　販売電気代のうち約　　　　　　千円を独立系電力に販売している

　　　　販売電気代のうち約　　　　　　千円の収入向上ができた（見込み含む）

　　　　
■照明器具のエコ替え等についてお聞きします。

（５）基礎情報

　・管理している公共施設はいくつですか

　　　庁舎等　　　庁舎　／　学校・幼稚園　　　校　／　保育園　　　園　／　左記以外　　　施設　

　・街路灯（防犯灯）にかかる電気代はいくらですか

　　　貴自治体が直接支払うもの　　　　　　千円
　　　自治会が支払うもの　　　　　　　　　千円（うち、貴自治体による補助金　　　　　　千円）

（６）公共施設の節電のために、照明器具の切り替えを予定または実施していますか。

（ひとつに○・実施済みまたは予定にカウントする際には、対象施設の50％以上の照明を切り替えた場合にカウント）
　　　

　・Hf蛍光管（※1）への切り替え
　①実施済み（　　施設）　②予定（　　施設）　③予定なし

　・LED照明（※2）への切り替え
　①実施済み（　　施設）　②予定（　　施設）　③予定なし

　・LVD照明（※3）への切り替え
　①実施済み（　　施設）　②予定（　　施設）　③予定なし

※１
高効率の蛍光灯で、従来型の蛍光灯と比較して約2～3割の節電が可能であり、安価な商品であることから、切り替えコストも2年程度で回収が可能です。

※2　
高効率の照明として開発され、蛍光灯と比較して約6割の節電が可能であり、切り替えコストも10年程度で回収が可能です。

※3　
水銀灯の代替品として開発された照明器具で、水銀灯と比較して約5割の節電が可能であり、また10万時間の使用が可能であるため、体育館やホールなどの高所作業を伴う工賃がなくなるため、切り替えコストも5年程度で回収が可能です。

（７）公共施設の節電のために、空調設備の切り替えを予定または実施していますか。（ひとつに○）

・平成13年より以前に設置した空調機器の総台数　　　　　台

・空調設備の切り替え　　　①実施済み（　　台）　②予定（　　台）　③予定なし

※
新しい空調設備は15年前の設備と比較して約50％、10年前の設備と比較して約30％の節電が可能です。また、15年前の設備であれば切り替えコストは3年程度、10年前の設備であれば5年程度で回収が可能です。また、初期投資を抑えるためのリースの仕組みも多くあります。

（８）街路灯の節電のために、LEDなどへの切り替えを予定または実施していますか。（ひとつに○）

①実施済み（全体の　％）　②予定（全体の　％）　③予定なし

※
省電力・長寿命のLED街路灯の導入で、照明の取替え工賃と、電気代が削減できることから、5～10年でコスト回収ができます。また、その10年分をリース販売する事業者も出ています。電気は3～8割程度の節電が可能です。

　

（９）電気の保安業務は平成16年に自由化され、一般的な業務であれば、入札を行うことで電気代の

約２％が削減できます。電気の保安事業者は入札によって選ばれていますか（ひとつに○）

　①入札している　②入札していない

（９）電力切り替え・エコ替え・電気の保安業務入札など、実施を阻害する要因は何ですか

（複数に○）
①現在の業務で手一杯　　　　　　　　　　　②入札の仕様を作ることが難しい

③機器の値段が更に下がるのを待ちたい　　　④切り替えで業務に支障が出ることが不安

⑤予算の承認を得ることが難しい　　　　　　⑥予定した費用対効果が上がらないことが不安

⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
■再生可能エネルギーの導入についてお聞きします。

（10）新エネルギービジョンまたは省エネルギービジョンを策定していますか

　　　　①策定されている（　　年度　／　新エネルギービジョン・省エネルギービジョン）

　　　　②策定されていない

（11）
再生可能エネルギーを地産地消するための計画を市民・住民とともに策定することをどうお考えですか（いずれかに○）

　　 
①進めたい　　②やや進めたい　　③やや進めたくない　　④進めたくない　　⑤わからない

　　　　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（12）
再生可能エネルギーの導入を支援する市民・事業者向けの制度・仕組みがありますか

　　　
①ある　　　　②ない

　　　　①あるとお答えした方は、その概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（13）
節減・増収できた電気代相当分を、再生可能エネルギーを地産地消するための計画策定経費や、再生可能エネルギーの導入を支援する市民・事業者向けの制度・仕組みの経費や、自治体による導入経費などとすることをどうお考えですか（いずれかに○）

　　 ①進めたい　　②やや進めたい　　③やや進めたくない　　④進めたくない　　⑤わからない

　　　　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（14）自由記述欄

ご協力ありがとうございました

